
事業承継型M&Aの「事始め」
後継者不在時代の経営者が知るべき要
諦

日本の多くの中小企業が今、喫緊の課題に直面しています。それは、経営者

の高齢化とそれに伴う後継者不在という構造的な問題です。帝国データバン

クの調査によると、全国の後継者不在率は50%を超え、経営者の平均年齢も
上昇傾向にあります。

このレポートでは、M&Aを「事始め」る経営者が、意思決定に必要な全体像
を掴み、成功確率を高めるための要点を体系的に解説します。



後継者不在時代の事業承継と
M&Aの役割

構造的問題

特に地方では若年層の都市部へ

の流出により、親族内承継や従

業員承継が困難なケースが深刻

化しています。

社会的認知

M&Aは単なる企業の合併や買収
という経済活動の枠を超え、後

継者問題を解決するための重要

なソリューションとして社会的

に認知されつつあります。

政府支援

政府も、中小M&A推進計画を通じてM&Aを積極的に支援しており、事業
承継・引継ぎ支援センターのような公的支援機関や、専門家活用を支援

する補助金制度の整備が進んでいます。

このトレンドは、単なる経済活動の変化ではなく、日本の人口動態（少子高

齢化、地方の人口流出）というマクロ経済的な構造問題に直接起因している

と捉えることができます。



事業承継の多角的な選択肢

1

親族内承継

経営者の子供や兄弟といった親族に事

業を引き継ぐ方法です。長期的かつ柔

軟な準備が可能で、社内外の関係者か

ら理解を得やすいというメリットがあ

りますが、後継者候補がいない場合に

は選択肢から外れます。

2

従業員承継

役員や従業員など、親族以外の社内人

材に事業を引き継ぐ方法です。長年の

勤務で事業内容を深く理解しており、

組織の文化や方針が残りやすいという

メリットがありますが、後継者が株式

の買い取り資金を確保できないケース

が課題です。

3

M&A（第三者承継）

親族や従業員以外の第三者、すなわち

社外の人材や企業に事業を承継する方

法です。M&AはMerger（合併）と
Acquisitions（買収）の略であり、会
社の経営権の取得を意味します。この

手法は、親族内承継や従業員承継が困

難な場合に、事業を継続するための有

力な選択肢となります。



売り手側から見たM&Aのメリット

後継者問題の解決と事業継続

親族や従業員に後継者がいない場合でも、適切な承継先を外部に

求めることで、廃業という結末を回避し、事業を継続させること

が可能になります。

従業員の雇用維持と取引関係の継続

M&Aを通じて新たな後継者に事業を引き継いでもらうことで、従
業員の雇用を維持できます。また、長年築き上げてきた取引先と

の関係も継続できます。

経営者の金銭的利益とリタイア

株式の売却によって金銭的収入を得ることができ、経営者のリタ

イア後の生活資金を確保できます。さらに、M&Aの成約によっ
て、経営者が事業に関して負っていた連帯保証や担保提供が解除

されるのが一般的です。

事業の成長と発展

買い手企業が持つ資本力や経営ノウハウ、広範な販売網を活用す

ることで、自社単独では難しかった事業拡大、新市場開拓が可能

になります。



売り手側のデメリットと買い手側の視点

売り手側の主なデメリット

企業理念や社風の変質のリスク

従業員・取引先の反発と離職の可能性

情報漏洩リスク

M&Aによって労働条件や取引条件が見直されることへの不安か
ら、従業員のモチベーションが低下したり、取引先から反発を

受けたりする可能性があります。

買い手側の目的とリスク

主な目的：

事業拡大（地方企業の持つ販路や新技術の獲得）

優秀な人材の獲得

シナジー効果の創出

主なリスク：

簿外債務・偶発債務の引き継ぎ

PMI（経営統合）の失敗

高値掴みの可能性



M&Aプロセスの全容

初期検討・相談

M&Aの目的を明確にし、専門家へ相談を開始する段階

仲介契約

M&Aのサポートを依頼する専門家と契約を締結

候補先選定

条件に合う相手企業を探す

トップ面談

経営者同士が直接対面し、ビジョンを話し合う

基本合意

買収価格や条件などの大枠について合意

デューデリジェンス

買い手側が売り手企業の実態を詳細に調査

最終契約締結

最終的な取引条件を定めた契約を締結

クロージング

株式や資産の引き渡し、買収代金の支払い

M&Aは一朝一夕に完了するものではなく、複数のステップからなる複雑なプロジェクトです。このプロジェクトの成否は、初期段階
の「計画性」と「情報収集力」によって決まります。



企業価値評価の論理

インカムアプローチ

将来生み出すと期待されるキャッシ

ュフローや利益に基づいて価値を算

出する方法です。代表的な手法に

「DCF法」があります。企業の将来
性を価値に反映できる点で最も合理

的とされますが、不確実な将来予測

に依存するため、客観性に欠ける場

合もあります。

マーケットアプローチ

市場で取引されている類似企業の株

価やM&A事例を参考にして価値を算
出する方法です。代表的な手法に

「類似会社比較法（マルチプル法）」

があります。客観性が高いというメ

リットがある一方、事業内容や規模

が類似した企業を見つけられない場

合があるというデメリットがありま

す。

コストアプローチ

貸借対照表の純資産に着目して価値

を算出する方法です。代表的な手法

に「時価純資産法」や、中小企業で

よく用いられる「年倍法（時価純資

産＋数年分の利益）」があります。既

存の決算書をベースとするため客観

性が高く、計算も簡便ですが、将来

の成長性や収益力を十分に反映でき

ない場合があります。

企業価値評価は、単なる算術的な計算ではなく、戦略的コミュニケーションの道具であると捉えることが重要です。



デューデリジェンスとPMI

デューデリジェンス（DD）

買い手がM&Aの前に売り手企業の
実態を詳細に調査し、潜在的なリス

クを洗い出すプロセスです。

主なDDの種類：

事業DD：市場ポジション、競合
状況、成長可能性

法務DD：法令遵守、訴訟リス
ク、契約関係

財務DD：簿外債務、収益の質、
税務リスク

PMI（Post Merger 
Integration）

M&A後の統合プロセス全体を指
し、M&Aの期待効果を最大化する
ために不可欠です。

PMIの3段階：

経営統合：経営理念や戦略、マ

ネジメント体制

業務統合：経理、IT、人事、業
務フロー

意識統合：企業文化や従業員の

意識の融合

多くのM&Aが失敗する最も一般的な要因は、PMIが不十分であることだとさ
れています。成功には、M&A成立前から準備を開始し、クロージング後の最
初の100日間で緊急性の高い施策を実行する「100日プラン」が重要となりま
す。



M&Aを支える外部リソースと公的支援策

専門家の役割

M&A仲介会社：売り手と買い手の間に立ち、取引全体を
サポート

FA（ファイナンシャルアドバイザー）：依頼者の利益を最
大化する目的で助言

弁護士：法務面でのサポート、契約書作成や法的リスク

分析

公認会計士・税理士：財務面や税務面での助言、企業価

値評価

公的支援制度

事業承継・引継ぎ支援センター：経済産業省が運営する

公的な相談窓口

事業承継・M&A補助金：

専門家活用枠：M&Aにかかる仲介費用やDD費用を支
援

PMI推進枠：M&A後の経営統合にかかる費用を補助

廃業・再チャレンジ枠：M&Aに伴う廃業費用などを
支援

M&Aは、法律、税務、財務など、複雑かつ専門的な分野が多岐にわたるため、自社だけで円滑に進めることは困難です。適切な専門
家を見つけ、信頼関係を築くことこそが、M&Aを「事始め」る上での最初の、そして最も重要な成功要因となります。



事業承継M&Aを成功に導くた
めの羅針盤

1 早期着手と計画性

M&Aは一朝一夕に完了するものではありません。後継者問題が顕在化
してから慌てて動くのではなく、早い段階から専門家に相談し、綿密

な計画を立てるべきです。

2 コミュニケーションとビジョン共有

従業員や取引先との丁寧なコミュニケーションが不可欠です。M&Aの
目的と将来のビジョンを共有することで、彼らの不安を解消し、プロ

ジェクトへの協力を得られます。

3 M&Aを「取引」ではなく「未来」と捉える

M&Aは単なる会社売却ではなく、自社が築き上げてきた事業や理念、
そして働く人々の未来を次世代に引き継ぐための戦略的選択です。最

終的な成功は、クロージング後の統合プロセスにかかっていることを

常に再認識する必要があります。

この羅針盤を手に、事業承継の「事始め」に臨んでいただければ幸いです。

最初の一歩として、まずは心理的なハードルが低い公的な支援機関の無料相

談窓口を訪れることや、自社の譲れない条件を紙に書き出すことから始めて

みてはいかがでしょうか。


